
株式会社　日本政策金融公庫　御中

住　　　　所

商号又は名称
印

代 表 者 名

１　事業計画の内容

２　商品・サービスの特性

３　競合すると考えられる商品・サービス

４　必要な資金と調達方法

1,000

1,0001,000

1,000

自己資金

200

200200

200

万円

(内訳)

100

100100

100

・パソコン（システム開発用）

・パソコン（システム開発用）・パソコン（システム開発用）

・パソコン（システム開発用）

760

760760

760

(内訳・返済方法)

・システム開発用ソフトウェア

・システム開発用ソフトウェア・システム開発用ソフトウェア

・システム開発用ソフトウェア

240

240240

240
800

800800

800

からの借入

万円

300

300300

300

万円

(内訳・返済方法)

400

400400

400

・△△信用金庫

300

300300

300

万円

(内訳)

・広告宣伝費

200

200200

200
300

300300

300

・量産化仕入費用

200

200200

200

1,400

1,4001,400

1,400

万円

1,400

1,4001,400

1,400

万円

５　挑戦支援資本強化特例制度を必要とする理由

平成　　年　　月　　日

事業計画書（挑戦支援資本強化特例制度用）

　半導体メーカー及び下請企業が活用する、ＩＣチップの設計にかかるソフトウェアを開発・販売する。

・これまでに設計したＩＣチップの情報（約５，０００種類。インターネットによる自動更新で最新情報

が取得可能）を画面上に示すことで、設計工程を大幅に短縮化できる。

・導入費用が５００千円と競合商品（１，０００千円）に比べ、安価な価格設定となっている。

・○○○○○○○○社（製品名：□□□□□□□□）【△△△県×××市】

・◎◎◎◎◎◎◎◎社（製品名：☆☆☆☆☆☆☆☆）【▲▲▲県★★★市】

必  要  な  資  金 金    額 調  達  の  方  法 金    額

設

 

備

 

資

 

金

店舗、工場、機械、備品、車両など

万円

親、兄弟、知人、友人等からの借入

万円

日本政策金融公庫 国民生活事業

万円

うち、挑戦支援資本強化特例制度

800

800800

800

他の金融機関等からの借入

新事業に必要な技術に関する特許を取得、既に試作品は完成している。販売計画を立てたものの軌道に乗

せるためには更なる設備投資等が必要である。収益の柱に育つまで少しでも支出を抑えたいため、１５年

間利息払いである挑戦支援資本強化特例制度の利用を希望する。

運

転

資

金

商品仕入、経費支払資金など

万円

ベンチャーキャピタル等からの出資

万円

合           計 合           計



６　経営計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後 ９年後 10年後 11年後 12年後 13年後 14年後 15年後

(　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期)

5,286 5,000 5,500 6,500 6,500 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

926 900 900 1,050 1,020 1,020 990 960 960 960 960 1,233 1,233 1,233 1,233 1,233

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

4,360 4,100 4,600 5,450 5,480 5,980 6,010 6,040 6,040 6,040 6,040 7,767 7,767 7,767 7,767 7,767

人件費 2,332 2,300 2,500 2,700 2,700 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

家賃 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

減価償却費 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

その他経費 1,611 1,800 1,900 2,000 2,100 2,100 2,100 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

合計　④ 4,333 4,490 4,790 5,090 5,190 5,490 5,490 5,390 5,390 5,390 5,390 5,390 5,390 5,390 5,390 5,390

27 -390 -190 360 290 490 520 650 650 650 650 2,377 2,377 2,377 2,377 2,377

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

0 40 40 50 150 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210

0 8 8 8 50 30 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60

57 -400 -200 340 170 310 340 470 470 470 470 2,197 2,197 2,197 2,197 2,197

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

57 -400 -200 340 170 310 340 470 470 470 470 2,197 2,197 2,197 2,197 2,197

29 0 0 170 85 155 170 235 235 235 235 1,099 1,099 1,099 1,099 1,099

29 -400 -200 170 85 155 170 235 235 235 235 1,099 1,099 1,099 1,099 1,099

－ 29 -372 -572 -402 -317 -162 9 244 479 714 949 2,047 3,146 4,244 5,343

29 -372 -572 -402 -317 -162 9 244 479 714 949 2,047 3,146 4,244 5,343 6,441

2.2% -6.8% -2.5% 6.2% 3.5% 5.3% 5.7% 7.6% 7.6% 7.6% 7.6% 25.1% 25.1% 25.1% 25.1% 25.1%

（注１）複数の事業を行っている場合、（　　）内には本資金にかかる事業について記入してください。

（注２）税金の支払額を計上するのものであり、税引前当期純利益がマイナスの場合は“０”としてください。

（公庫処理欄）

売上高　①

（注１）

売上原価（仕入高）　②

（うち減価償却費）

売上総利益　③（①－②）

次期累計利益分　⑭（⑫＋⑬）

経

費

営業利益　⑤（③－④）

営業外収益　⑥

営業外費用　⑦

（うち支払利息割引料）

経常利益　⑧（⑤＋⑥－⑦）

売上高減価償却前経常利益率

特別損益　⑨

税引前当期純利益　⑩（⑧＋⑨）

法人税住民税及び事業税　⑪（⑩/２）（注２）

当期純利益　⑫（⑩－⑪）

前期累計利益分　⑬（前期の⑭）


